
地域協働推進事業費補助金の創設について

持続可能な地域公共交通体系を構築するためには、地域の関係者が協働・連携しながら確保・維持に向けた取
組みを推進する必要。

→特に、地域ぐるみによる利用促進が必要かつ効果的であることから、これに係る取組み及び 公共交通
サービスの情報提供等に要する経費等について、一定の要件の下、国が補助できることとする。

趣 旨

地域ぐるみ（行政、事業者、住民、地元商店街等）による利用促進、公共交通サービスの情報提供等、地域公共
交通の確保・維持に向けた取組みの継続的実施

地域協働推進事業

平成２５年度予算において、地域ぐるみの利用促進に係る取り組みに要する経費について、一定の要件の下で支
援することができる「地域協働推進事業費補助金」を創設する。（地域公共交通確保維持改善事業の一環）

交通の確保・維持に向けた取組みの継続的実施

◇補助要件：
① 事業の実施に関する事項を記載した計画（地域協働推進事業計画）が、国から認定を受けていること

※事業の実施について、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく「地域公共交通総合連携計画」に位置づけること等が必要。

② 補助を受けようとする法定協議会の市町村の区域内において、地域公共交通確保維持改善事業を
活用した地域公共交通の確保に向けた取組が行われていること。

◇補助対象経費：
公共交通サービスの情報提供等、地域ぐるみの利用促進に係る取組みに要する経費（次ページ参照）

◇補助率：１／２

◇実施期間：最大２年間

◇補助対象事業者：法定協議会（※） ※地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく法定協議会をいう。

地域協働推進事業費補助金の概要



地域協働推進事業費補助金の支援対象
地域協働推進事業費補助金の補助対象イメージは以下の通り。
（複数事業を組み合わせて実施することも可能。）

補助対象事業のイメージ
【】内は関係者のイメージ

②地域ワークショップ開催
【自治体・交通事業者・住民等】①モビリティマネジメント実施

【自治体・交通事業者・住民・学校等】
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行動変容チェックシート

代替交通機関とその所要時間
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Mobility Management in ○○ city

③公共交通マップの作成
【交通事業者・自治体等】
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○○駅前バス停案内図

お問い合せ先
○○バス株式会社 地域振興部総務課

0 XX X-X X-XX XX  担当：佐波、伊波流

○○市公共交通マップ

※１ モビリティマネジメント：過度に自動車に頼る状態から公共交通などを「かしこく」使う方向へと転換することを促す取組み
（広報や情報提供による啓発活動等）

※２ 割引運賃の設定に伴う減収分の補填については、含まない。

駅

文化・観光施設

バス路線

鉄道

⑤企画切符の発行【交通事業者等】

～鉄道とバスで行く観光3日間～

参加条件

実施期間

有効範囲

注意事項

平成25年10月12日（土）～12月1日（日）のうち3日間

○○鉄道全線・□□バス全路線
ただし、◆◆～●●間は特急券が必要です

平成25年10月1日現在で65歳以上の方が対象
ただし大人一人につき6歳以下のこども二人まで無料

払い戻しはできませんのでご注意ください

夫婦で観光地巡りを

持続可能な地域公共交通体系を構築す
るためには、地域の関係者が協働・連携し
ながら確保・維持に向けた取組みを推進
する必要。特に、地域ぐるみによる利用促
進が必要かつ効果的である。

フリー乗車区間の鉄道・バスに3日間乗り放題

路線図
□□駅

○○駅

△△駅

□□商店街

□□聖堂前

□□温泉

○○寺
○○公園

○○山下

【自治体・交通事業者・住民等】
【自治体・交通事業者・住民・学校等】

④乗換情報の提供【交通事業者等】

東口 西口

交通事情や天候等により遅滞・運休する場合があります
(火)月 日

お知らせ○○交通バス乗車案内
MaruMaru Kotsu Bus Guide
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交通状況や天候に運休となる場合があります。詳しくは○○交通営業所にお問い合わせください。

発車時刻 系統番号 行き先・経由地 のりば



幹線バス交通等に対する支援の拡充

地域協働推進事業を実施する幹線バス交通等の系統について、地域協働推進事業計画に
ついて国から認定を受けることを前提とし、一定の要件の下、補助要件の緩和等を実施。

（１）輸送量要件の緩和
補助対象期間における１日当たりの輸送量が１５人を下回ると見込まれる場合であっても、
地域協働推進事業を実施する系統が、以下のいずれかの要件に該当する場合には補助対象とする
特例措置を設ける。

（ア）直近の５年間において１日当たり輸送量が１５人以上の年があった系統

（イ）直近の５年間の１日当たりの輸送量の伸び率を踏まえると、地域協働推進事業の実施により３年以内
（補助対象期間３ヶ年目まで）に１日当たり輸送量が１５人以上となることが推定される系統

地域間幹線系統

（補助対象期間３ヶ年目まで）に１日当たり輸送量が１５人以上となることが推定される系統

（２）競合カット・密度カットの緩和
補助対象期間における１日あたり輸送量が１５人～１５０人と見込まれる系統で、競合カット及び密度
カットが行われている場合であっても、地域協働推進事業を実施する系統は、競合カット及び密度カット
について、算式によりカット（減額）された額の1/2を補助対象経費とする
（結果、補助率が1/2であることから、当該内定補助額はカット対象額の1/4となる。）。

（注）ただし、競合区間が８０％を超える系統については、引き続き競合カットの適用対象とする。

○地域内フィーダー系統確保維持事業について、国庫補助金（地域公共交通確保維持事業費補助金）を受けて
いない既存系統に関し、「新たに運行を開始するもの」に該当するものとみなす。

地域内フィーダー系統


